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1584 億 4765 万 9千円 1300 億 3900 万 6千円 284 億 865 万 3 千円 121.8

（参考）

1199 億 5514 万 6千円 1072 億 7791 万 1千円 126 億 7723 万 5 千円 111.8

【性質別内訳】

852 億 7568 万 6千円 742 億 4081 万 4千円 110 億 3487 万 2 千円 114.9

（ 296 億 9166 万 6千円）（ 297 億 1302 万 円）（ △ 2135 万 4千円）（ 99.9 ）

210 億 3353 万 9千円 169 億 3888 万 円 40 億 9465 万 9 千円 124.2

268 億 8646 万 7千円 274 億 9197 万 3千円 △ 6 億 550 万 6 千円 97.8

146 億 2386 万 円 73 億 6014 万 7千円 72 億 6371 万 3 千円 198.7

166 億 9432 万 円 161 億 1088 万 円 5 億 8344 万 円 103.6

60 億 3750 万 円 63 億 3893 万 4千円 △ 3 億 143 万 4 千円 95.2

175 億 9807 万 2千円 162 億 4139 万 5千円 13 億 5667 万 7 千円 108.4

92 億 526 万 1千円 92 億 352 万 円 174 万 1 千円 100.0

34 億 4205 万 円 38 億 3862 万 3千円 △ 3 億 9657 万 3 千円 89.7

38 億 2850 万 円 20 億 87 万 6千円 18 億 2762 万 4 千円 191.3

4 億 9315 万 円 4 億 7350 万 円 1965 万 円 104.1

6 億 2911 万 1千円 7 億 2487 万 6千円 △ 9576 万 5 千円 86.8

1028 億 7375 万 8千円 904 億 8220 万 9千円 123 億 9154 万 9 千円 113.7

（うち３か年緊急対策）

道 路 建 設 課

河 川 課

砂 防 課

砂 防 課

都 市 ・ ま ち
づ く り 課

県単独公共事業費

道 路 管 理 課

前年度比
(A)/(B)％

公 共 事 業 費

都 市 ・ ま ち
づ く り 課

令和元年度 (B) 差引増減 (A)-(B)

補助公共事業費

道 路 管 理 課

道 路 建 設 課

河 川 課

予算編成の基本的な考え方

予 算 額 （案）

前年度比
(A)/(B)％

一 般 会 計

災害復旧費及び直轄事業負
担金を除いた額

区 分 令和２年度 (A)

令 和 ２ 年 度 当 初 予 算 案 の 概 要

建設政策課

会 計 名 令和２年度 (A) 令和元年度 (B) 差引増減 (A)-(B)

　「しあわせ信州創造プラン2.0」に掲げる「いのちを守り育む県づくり」の推進のため、
台風第19号災害からの早期復旧や３年目となる「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊
急対策」を着実に実施し、県民の生命と財産を守ります。
　これに加え、「産業の生産性が高い県づくり」や「人をひきつける快適な県づくり」、
「誰にでも居場所と出番がある県づくり」においても、関係部局をはじめ、地域振興局や市
町村、地域の皆様など様々な主体と連携・協働し、社会基盤整備の面から下支えできるよう
取り組みます。

県資料１－２
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20 億 4835 万 7千円 20 億 2230 万 9千円 2604 万 8 千円 101.3

20 億 4835 万 7千円 20 億 2230 万 9千円 2604 万 8 千円 101.3

67 億 6819 万 円 56 億 5823 万 5千円 11 億 995 万 5 千円 119.6

11 億 1470 万 1千円 6 億 3482 万 5千円 4 億 7987 万 6 千円 175.6

16 億 3530 万 円 8 億 5103 万 円 7 億 8427 万 円 192.2

24 億 3709 万 9千円 10 億 6870 万 円 13 億 6839 万 9 千円 228.0

7783 万 3千円 7972 万 4千円 △ 189 万 1 千円 97.6

3 億 633 万 4千円 6 億 5595 万 2千円 △ 3 億 4961 万 8 千円 46.7

1 億 5573 万 5千円 2 億 6382 万 8千円 △ 1 億 809 万 3 千円 59.0

10 億 3523 万 8千円 21 億 417 万 6千円 △ 10 億 6893 万 8 千円 49.2

193 万 5千円 0 円 193 万 5千円 皆増

401 万 5千円 0 円 401 万 5千円 皆増

148 億 4107 万 6千円 46 億 5809 万 5千円 101 億 8298 万 1 千円 318.6

146 億 9104 万 7千円 45 億 4602 万 3千円 101 億 4502 万 4 千円 323.2

1 億 5002 万 9千円 1 億 1207 万 2千円 3795 万 7 千円 133.9

236 億 5143 万 7千円 181 億 300 万 円 55 億 4843 万 7 千円 130.6

80 億 5970 万 7千円 89 億 1002 万 4千円 △ 8 億 5031 万 7 千円 90.5

7 億 9638 万 8千円 6 億 7173 万 4千円 1 億 2465 万 4 千円 118.6

2 億 7323 万 1千円 4702 万 3千円 2 億 2620 万 8 千円 581.1

12 億 8828 万 5千円 8 億 7804 万 5千円 4 億 1024 万 円 146.7

2 億 5784 万 6千円 2 億 8118 万 8千円 △ 2334 万 2 千円 91.7

6 億 4849 万 9千円 10 億 7044 万 8千円 △ 4 億 2194 万 9 千円 60.6

22 億 7188 万 6千円 22 億 8595 万 3千円 △ 1406 万 7 千円 99.4

848 万 6千円 914 万 1千円 △ 65 万 5 千円 92.8

7055 万 4千円 6642 万 3千円 413 万 1 千円 106.2

24 億 4453 万 2千円 36 億 6 万 9千円 △ 11 億 5553 万 7 千円 67.9

2 億 513 万 4千円 2 億 513 万 4千円 0 円 100.0

河 川 課

砂 防 課

都 市 ・ ま ち
づ く り 課

補助災害復旧費

県単独災害復旧費

災 害 復 旧 費

直 轄 事 業 負 担 金

建 築 住 宅 課

リ ニ ア 整 備
推 進 局

道 路 管 理 課

道 路 建 設 課

そ の 他 行 政 費

施 設 課

河 川 課

砂 防 課

都 市 ・ ま ち
づ く り 課

建 設 政 策 課

区 分

道 路 管 理 課

道 路 建 設 課

その他補助事業費

その他県単独事業費

前年度比
(A)/(B)％

令和２年度 (A) 令和元年度 (B) 差引増減 (A)-(B)

建 築 住 宅 課

公 債 費

建 築 住 宅 課

リ ニ ア 整 備
推 進 局

建 設 政 策 課

施 設 課
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【課別内訳】

321 億 4988 万 9千円 274 億 4895 万 9千円 47 億 93 万 円 117.1

322 億 3704 万 8千円 322 億 2864 万 9千円 839 万 9 千円 100.0

370 億 1882 万 円 159 億 6586 万 3千円 210 億 5295 万 7 千円 231.9

221 億 7774 万 4千円 113 億 776 万 8千円 108 億 6997 万 6 千円 196.1

175 億 2314 万 9千円 169 億 4529 万 2千円 5 億 7785 万 7 千円 103.4

76 億 2144 万 4千円 87 億 9021 万 円 △ 11 億 6876 万 6 千円 86.7

44 億 7597 万 8千円 45 億 7209 万 円 △ 9611 万 2 千円 97.9

10 億 4372 万 4千円 21 億 1331 万 7千円 △ 10 億 6959 万 3 千円 49.4

7248 万 9千円 6642 万 3千円 606 万 6 千円 109.1

263 億 511 万 8 千円 219 億 820 万 3 千円 43 億 9691 万 5 千円 120.1

（参考）

リ ニ ア 整 備
推 進 局

建 設 政 策 課

道 路 建 設 課

河 川 課

（参考）
災害復旧費を除いた額

砂 防 課

都 市 ・ ま ち
づ く り 課

建 築 住 宅 課

課 名 令和２年度 (A) 令和元年度 (B) 差引増減 (A)-(B)
前年度比
(A)/(B)％

道 路 管 理 課

施 設 課

［一般会計］     

 　※その他補助・その他県単独・補助災害県単独災害・その他行政　等

474.2 464.9 467.2 467.2 445.7 462.7 480.3 489.5 504.2

742.4
852.8

153.2 160.6 160.6 160.6 160.6 160.6 160.6 161.5 162.0

162.4

176.0

142.5 123.5 121.6 117.9 120.4 126.1 129.9 133.1 135.6

181.0

236.5

293.0 296.0 285.5 244.1 220.3
237.9 207.5 193.7 208.7

214.5

319.2

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２

その他 ※

直轄事業負担金

県単独公共事業費

補助公共事業費

建 設 部 当 初 予 算 額 の 推 移億 円

977.7
(△0.1%)

978.4
(△0.9%)

1,010.5
(＋3.4%)

1,300.4
(＋28.7%)

1,584.5
(＋21.8%)

1,062.9
(△7.4%)

1,045.0
(△1.7%)

1,034.8
(△1.0%)

989.8
(△4.3%) 947.0

(△4.3%)

987.3
(＋4.3%)
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（１）県土の強靱化
◆消防防災体制の充実、災害に強いインフラ整備

○流域全体で取り組む総合治水対策事業（浸水想定区域図作成、改良復旧、危機管理型水位計・簡易型

河川監視カメラの設置等） ○河畔林整備事業【森】

○流域を保全する土砂災害対策事業（災害対策特別緊急事業、土石流・流木対策、除石等堰堤機能増進）

○要配慮者利用施設・避難所を守る土砂災害対策推進事業

○我が事として捉える防災意識向上（赤牛先生による地域での防災教育事業【創】、地区防災ﾏｯﾌﾟ作成支援）

○緊急輸送路の防災対策強化事業（道路改築、道路法面防災、橋梁耐震補強）

○電柱のない安全で快適な道づくり事業（再掲） ○冬期交通を確保する除雪・雪寒対策事業（再掲）

○住宅・建築物耐震改修総合支援事業 ○公共施設耐震対策事業 ○克雪住宅普及促進事業

（２）生命・生活リスクの軽減
◆交通安全対策の推進

○園児の交通事故を受けた緊急交通安全対策事業（再掲） ○通学路の交通安全対策事業（再掲）

○道路見える化事業（ハラハラ箇所の解消） ○市街地整備事業（再掲）

（３）地球環境への貢献
◆脱炭素社会の構築、生物多様性の保全、水・大気環境等の保全

○環境配慮型住宅普及促進事業【気】（再掲） ○県営住宅『５Ｒ』プロジェクト推進事業【気】（再掲）

○トンネル照明LED化事業【気】 ○都市緑化（グリーンインフラ）推進事業【新】【気】【森】（再掲）

○諏訪湖創生ビジョン推進事業

「確かな暮らしが営まれる美しい信州」の実現に向けて

“Build Back Better” 〜より良い復興を目指して〜

令和２年度建設部施策方針

１ 産業の生産性が高い県づくり

２ 人をひきつける快適な県づくり

３ いのちを守り育む県づくり

４ 誰にでも居場所と出番がある県づくり

【新】：新規事業 【創】：しあわせ信州創造経費 【気】：気候変動対策関連事業 【森】：森林税活用事業

令和２年度 建設部予算額 1,584億4,765万9千円
（令和元年度 建設部当初予算額1,300億3,900万6千円 うち公共事業費（災害復旧費含む）951億4,030万4千円）

○地域戦略推進型公共事業
地域の強みや特色を最大限に活かした地域振興を進めるため、地域のニーズを把握し、

県・市町村・地域・民間事業者等の多様な主体による施策をパッケージ化して実施

地域発の
インフラ整備

○防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策≪H30～R２≫
重要インフラが災害時に機能を維持できるよう、特に緊急に実施すべき対策について、３か年で集中的

に実施します。

しあわせ信州創造プラン2.0推進中

○令和元年東日本台風災害からの復旧・復興
“ONE NAGANO”の合言葉の下、最善最速の復旧と、“Build Back Better”～より良い復興～

を目指します。

（１）多様性を尊重する共生社会づくり
◆社会的援護の促進

○県営住宅管理事業（再掲） ○新たな住宅セーフティネット普及事業

（２）若者のライフデザインの希望実現
◆魅力ある子育て環境づくり

○県営住宅『５Ｒ』プロジェクト推進事業【気】（再掲） ○県営住宅管理事業（再掲）

（１）信州と関わりを持つ「つながり人口」の拡大
◆移住・交流の新展開

○信州木のある暮らし推進事業（再掲） ○信州の多様な住まい方検討事業

○ふるさと古民家再生支援事業

（２）世界を魅了するしあわせ観光地域づくり
◆観光地域としての基盤づくり、世界から観光客を呼び込むインバウンド戦略

○外国人にもわかりやすい案内標識整備事業 ○「Japan Alps Cycling」ブランド構築事業

○観光地の景観整備（沿道美化事業）【森】 ○観光地関連道路整備事業

○電柱のない安全で快適な道づくり事業 ○「道の駅」整備・リニューアル事業

○ふるさと古民家再生支援事業（再掲）

（３）市街地の活性化と快適な生活空間の創造
◆潤いのあるまち・むらづくり、官民施設の有効活用

○信州地域デザインセンター事業【創】 ○都市緑化（グリーンインフラ）推進事業【新】【気】【森】

○都市公園事業 ○まちなか緑地整備事業【気】【森】 ○まちづくり推進事業 ○景観育成推進事業

○市街地整備事業 ○環境配慮型住宅普及促進事業【気】（再掲） ○信州の多様な住まい方検討事業（再掲）

○空き家適正管理促進事業 ○ふるさと古民家再生支援事業（再掲） ○県営住宅管理事業

○県営住宅『５Ｒ』プロジェクト推進事業【気】 ○県民との協働による沿道美化活動支援事業

（４）生活を支える地域交通の確保
◆自家用車に依存しない地域づくり、生活の基盤となる道路網の整備

○道路見える化事業（イライラ箇所の解消） ○有料道路の利用者負担軽減事業

○園児の交通事故を受けた緊急交通安全対策事業 ○通学路の交通安全対策事業

○道路の長寿命化修繕事業 ○道路への倒木防止事業（危険木の伐採）【森】

○冬期交通を確保する除雪・雪寒対策事業 ○過疎地域等市町村道整備県代行事業

○自動運転サービス導入に取り組む市町村の支援 ○市街地整備事業（再掲）

（５）本州中央部広域交流圏の形成
◆鉄道の整備促進・利便性向上、高規格幹線道路・地域高規格道路の整備

○リニア中央新幹線活用地域振興事業 ○リニア中央新幹線用地取得事業

○リニアを活かした交流圏拡大道路整備事業

○高規格幹線道路整備推進事業 ○地域高規格道路整備事業 ○スマートＩＣの整備促進

（１）地域内経済循環の促進
◆信州の木自給圏の構築、エネルギー自立地域の確立

○環境配慮型住宅普及促進事業【気】

（２）地域に根差した産業の振興
◆暮らしを支える建設産業

○建設産業の次世代を担う人づくり推進事業

（３）郷学郷就の産業人材育成・確保
◆人口減少時代の産業人材育成・確保

○信州木のある暮らし推進事業 ○建設産業の次世代を担う人づくり推進事業（再掲）

うち公共事業費（災害復旧費含む）1,177億1,483万4千円

県資料２
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長野県就業促進・働き方改革推進方針（産業分野別編） 

令和２年３月 10 日改訂 

産業分野 建設 

【現状】 

○ 長野県の建設業許可業者数（建設総合統計年度報による）、建設業就業者数（国勢調査

による）は長期的に減少。平成 17 年度の建設業者数 9,918 者、建設業就業者数 101,132

人から平成 27 年度は同じく 7,834 者、80,559 人と、10 年間で約２割の減。 

○ 若手比率の低下と高年齢化の進行。長野県の建設業従事者 80,559 人（平成 27 年度）の

うち 29 歳以下の若手は 7,407 人で１割に満たないのに対し、60 歳以上は 23,600 人で

約３割を占めている。今後、高年齢者の退職による深刻な担い手不足や、専門的技術の

継承困難が想定される。 

○ 建設投資額（全国）は、バブル後大きく減少し、平成 24 年度には平成７年度の約３割

にまで落ち込んだが、平成 25 年度からやや回復して漸増しつつ現在は約４割まで戻し

ている。経営が厳しい中、各企業においては若手人材を育成する余裕を失っている。 

○ 長野県の新規高等学校卒業者の建設業求人数は、平成 24 年度以降、大幅に増加し、平

成 30 年度は 1,000 人を超えているが、就職内定者数は平成 27 年度から減少後、横ば

い傾向。（平成 27 年度 315 名 → 平成 30 年度 236 人） 

○ 建設業及び測量設計業等へ就職並びに建設系専攻科へ進学した長野県の建設系学科高

校生等は、平成 30 年度は 260 人。（長野県建設部調べ） 

○ 平成 29 年入職者に占める女性の割合は、全国の全産業平均が 51.3%に対して建設業は

19.4%であり、長野県の全産業平均が 45.1%に対して建設産業は 20.7%と低水準。（出典：

女性の定着促進に向けた建設産業行動計画、雇用動向調査から長野県建設部調べ） 

○ 県内の平成 26 年３月新規高等学校卒業者の入職後３年目の離職率は、全産業平均が

40.5%であるのに対して建設業は 46.0％と高水準。（長野労働局調べ） 

○ 長野県では、平成 23 年度から建設系学科高校生等を対象とした実習教育を建設産業団

体との協働により取り組み、平成 30 年度では 13 の高校から延べ 2,644 人の生徒が参

加。 

○ 長野県の建設産業における労働災害は、平成 30 年度の死傷者数が 279 人で平成 11 年

度（647 人）の約４割と低下傾向にあるものの、他産業に比べ依然として多い状況。 

○ 長野県内の建設業における外国人労働者数は令和元年 10 月時点で 815 人であり、全産

業に対し 4.1%と占める割合は小さい。（長野労働局調べ） 

 

【課題】旧３Ｋ（きつい、きたない、きけん）から新３Ｋ（給与、休暇、希望）へ 

（１）建設産業に対する更なる認知度の向上 

建設系学科の高校生だけでなく、普通科の高校生、小・中学校の児童・生徒やその保護

県資料３ 

11



者、さらに女性などへの幅広いＰＲ。 

（２）建設人材の県外流出の防止と県外からの確保 

一度県外に進学、就職した学生・社会人のＵターンや、住みたくなる本県の魅力発信強

化によるＩターンなど、県外からの人材確保。 

（３）建設産業の持続的経営安定と労働環境の更なる改善 

地域の安全・安心を守る建設産業の持続的な経営の安定。 

週休２日制の定着、長時間労働の解消、労働災害防止対策の推進など、若年者や女性な

どにも働きやすい職場づくり。 

適正な賃金水準の確保、社会保険等の加入徹底などによる処遇の改善と地位の向上。  

（４）若手人材の育成と技術継承 

   人材育成と技術継承を行う場と機会の確保。 

（５）ＩＣＴ等を活用した建設産業の生産性向上と更なるスキル向上 

人口減少に伴う労働人口の減少に対応するための生産性向上が必要。また、ＩＣＴ等

先端技術に対応するため、建設技術者のスキル向上が必要。 

（６）外国人材の適正な受入れ 

外国人材の適正な受入に当たって、建設産業における働く人の処遇、労働環境の改善を

進めるとともに、制度の理解促進が必要。 

 

【施策の方向性】 

① 建設産業の理解促進と多様な人材の活用 

【取組】 

○ 小・中学生及びその保護者や建設産業への就労を検討している求職者を対象とした出

前講座や現場見学会の開催、建設産業における働き方改革等についての取組や県内企

業等の情報発信。 

○ 普通高校等の教員・生徒と建設業界がつながる機会の確保。 

○ 長野県出身で県外に進学した学生、特に建設系学科卒業生に対して、メールマガジン等

の配信によるＵターン促進。 

○ 建設系学科高校生を対象とした官民連携による就労促進事業や資格取得支援の継続実

施。 

○ 女性技術者のネットワークづくりの支援や、建設産業団体と建設系学科高校が連携し

たものづくり女子ミーティングの実施等により建設系学科高校の女子生徒増加を促進。 

○ 各関係機関の支援施策の有効活用による高齢者、障がい者の就労促進。 

○ 建設産業入職への道筋や入職後のキャリアアップ事例の整理・情報発信。 

○ 建設キャリアアップシステムの活用推進。 

○ 週休２日を考慮した適正工期への県民理解を求める周知活動。 
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【施策の方向性】 

② 働きやすい・働きたくなる環境づくりと建設スキルアップへの支援 

【取組】 

○ 公共工事等における平準化の促進、並びに地域建設企業の経営安定に寄与する契約制

度の検討。 

○ 週休２日制促進のため、公共工事において週休２日が確保できる工期の設定をおこな

うとともに、増加経費を適正に計上。 

○ 若手育成と技術継承の観点から職場の内外における研修制度の拡充や機会の提供、優

良技術者表彰制度等の運用改善。 

○ 建設現場の生産性向上として、３次元測量や３次元データを活用したＩＣＴ活用工事

の更なる推進や公共工事の計画から施工、維持管理までを３次元モデルで行うＢＩＭ

／ＣＩＭに産学官の連携で取り組むなど、新技術の活用を促進。 

○ 関係機関の支援施策の有効活用による資格取得の促進ならびにＩＴスキルの習得やテ

レワークなどの柔軟な働き方が可能となる職場環境の整備。 

○ 最新の設計労務単価、資材等の実勢価格を適切に反映した建設工事等の予定価格設定。 

○ 建設工事における適正な賃金の支払いを評価する入札制度（総合評価落札方式）の試行。 

○ 入札参加資格申請者に社会保険等の加入を義務づけるとともに建設工事の１次下請負

業者を社会保険加入建設業者に限定するなど社会保険等の加入対策を推進。 

○ 過重労働防止対策とトータルメンタルヘルスケア対策の推進や適切な労務管理の実施

に係る指導、災害発生ゼロに向けて業界を挙げて労働安全を徹底するための労働安全

管理講習会、安全パトロール等を推進。 

○ 建設工事現場等の環境改善や福利厚生の充実などによる若年者や女性が働きやすい魅

力ある職場づくりを推進。 

○ 子育て世代を含む全ての人が働きつづけられる環境整備をするため、イクボス宣言の

推進や国や県の認定制度活用など、人材定着に向けた意識改革等を推進。 

 

【施策の方向性】 

③ 関係機関との連携強化 

【取組】 

○ 関係機関の担い手確保・育成に関わる支援策を整理した情報を建設業界と共有し、支援

策活用の利便性向上を図る。 

○ 建設産業の事業承継に係る課題解決に向けた関係部局、関係機関との連携強化。 

○ 産・学・官の連携と適正な役割分担による施策の実行。 

○ 施策の検証と改善、新たな取組の検討を継続実施（ＰＤＣＡ）。 
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建設産業に係る就業促進・働き方改革に資する１９の取組
区分 A 担い手の確保 B 担い手の育成 C 働き方改革

若者

⼥性

障がい者

高齢者

UIJターン

外国人

①建設技術実践プロジェクト（対象：建設系学科高校生）

③ SNS等による情報発信 ⑩

建
設
産
業
の
Ｐ
Ｒ
（求
職
者
を
対
象
と
し
た
出
前
講
座
や
現
場
見
学
会
の
開
催
等

）

（再掲）③ SNS等による情報発信

⑦ 女性技術者のネットワークづくりの支援

⑥ 建設系学科高校の女子生徒増加の取組

④普通高校等の教員・生徒と建設業界がつながる機会確保

（再掲）⑧ 各関係機関の支援施策の有効活用

⑧各関係機関の支援施策の有効活用

⑤建設産業のPR（小・中学生やその保護者を対象
とした出前講座や現場見学会の開催等）

⑨

建
設
産
業
入
職
へ
の
道
筋
や
入
職
後
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
事
例
の
整
理
・情
報
発
信

⑪

建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
の
活
用
推
進

⑫

関
係
機
関
の
支
援
施
策
の
有
効
活
用
に
よ
る
資
格
取
得
の
促
進

⑮

建
設
現
場
等
の
労
働
環
境
改
善
や
福
利
厚
生
の
充
実
・

人
材
定
着
に
向
け
た
意
識
改
革
等

⑭

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
工
事
推
進
や
Ｂ
Ｉ
Ｍ
＼
Ｃ
Ｉ
Ｍ
へ
の
取
組
等
の
新
技
術
の
活
用

⑱

Ｉ
Ｔ
ス
キ
ル
の
習
得
や
柔
軟
な
働
き
方
が
可
能
と
な
る
職
場
環
境
整
備

⑬

研
修
制
度
の
拡
充
や
優
良
技
術
者
表
彰
制
度
等
の
運
用
改
善

⑯

週
休
２
日
制
促
進
の
た
め
の
工
期
設
定
、
増
加
経
費
の
適
正
計
上
等

⑲

適
正
な
賃
金
の
支
払
い
を
評
価
す
る
入
札
制
度
の
試
行

⑰

社
会
保
険
等
の
加
入
対
策
を
推
進

連携強化すべき取組

凡例

関係構成員が単独で行う取組

② ２級土木・建築施工管理技士、測量士補試験準備講座（対象：建設系学科高校生）

• 支援策を整理した情報を建設業界と共有することによる支援策活用の利便性を向上
• 建設産業の事業承継に係る課題解決に向けた連携強化
• 施策の検証と改善、新たな取組の検討を継続実施（ＰＤＣＡ）

関係機関との連携強化

建設産業の次世代を担う人づくり推進事業

（再掲）⑧ 各関係機関の支援施策の有効活用

1
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【 建設産業における担い手の確保・育成と生産性の向上について 】

施策の視点 事業・取組
H30年度 Ｒ元年度 R２年度

実績 実績
（12月末時点）

予定

担
い
手
の
確
保
・育
成

人材の
確保

【就労促進】
・木造建築物の担い手確保に向けた啓発事業
・建設系学科高校生を対象とした就労促進事業
・建設技術実践プロジェクト事業※1

・２級⼟木・建築施⼯管理技⼠・測量⼠補試験準備講座

・戦略的広報推進チーム検討会議
・⼀般対象の⾒学会

９校 21ｸﾗｽ 648人

13校 2,644人

３校

－
１回

99回

12校 34ｸﾗｽ 1,031人

13校 1,840人

３校

５会場（土木3,建築2）

１回

75回

24ｸﾗｽ（予定）
13校（予定）
３校（予定）
拡充※５

継 続
継 続

【週休２日】
・入札参加資格で加点

・週休２日⼯事の拡大実施
週休２日モデル⼯事（H29:66件）

869者 加点

約330件

943者 加点

243件

継 続

継 続

【その他労働環境改善】
・現場環境の改善（⼥性⽤トイレ、更⾐室等）
・現場環境改善費の計上
・建設企業の社会保険等未加入対策
・適正な労働賃⾦の⽀払を総合評価で加点評価※６

継 続
継 続

強 化※2

37件

継 続
継 続
継 続
25件

継 続
継 続
継 続

改 善※７

人材の
育成

・担当した技術者の名前を刻もうプロジェクト
・優良技術者表彰 ⼀般部門
・ 〃 若手部門
・若手技術者の配置を総合評価で加点評価※６

継 続
59人

32人

56件

継 続
58人

33人

54件

継 続
継 続
継 続
継 続

経営環境
の安定

・失格基準等、低入札価格調査の改善
・適正な⼯期設定
・適時適切な設計⾦額の算定

⼀部改善※3

継 続
継 続

⼀部改善※４

継 続
継 続

継 続
継 続
継 続

平準化
・ゼロ県債の活⽤
・早期契約制度、フレックス⼯期の活⽤

26.3億円を設定

⼯事157件

21.2億円を設定

⼯事120件
委託52件

継 続
継 続

生
産
性
の
向
上

ICTの
活⽤ ・ICT活⽤⼯事の実施拡大 ⼟⼯ 16件

舗装 1件 50件 継 続

規格の
標準化 ・コンクリート規格の標準化等による省⼒化 継 続 継 続 継 続

そ
の
他

⻑野県の契約に関する条例に基づく取組 継 続 継 続 継 続

⻑野県建設産業担い手確保・育成地域連携ネットワーク会議 設置（７月）
施策方針の決定

2回開催
（７月、２月） 継 続

建設⼯事従事者の安全及び健康の確保に関する⻑野県計画の取組 計画策定（11月） 継 続 継 続

※１ H30まで「自分たちでつくろうプロジェクト」 ※２ 建設⼯事標準請負契約約款の改正（H30.10.1）
※３ 建設⼯事︓2億円の境撤廃、低入札価格調査導入、契約後確認調査廃止
※４ 委託業務︓低入札価格調査導入
※５ 建築の中信会場、測量⼠補の講座３会場で新たに実施予定
※６ H30年度は発注件数、Ｒ元年度は総合評価技術委員会で加点評価することを承認された件数
※７ 建設キャリアアップシステムを活⽤した取組など、技能労働者の処遇改善に向けた新たな取組に発展
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建設産業の次世代を担う人づくり推進事業について

事 業
建設技術実践プロジェクト事業

【建設産業の魅力を体感】

『２級土木・建築施工管理技士』注1

『測量士補』 資格取得支援事業
【担い手の育成、離職防止】

対 象 建設系学科高校生（３校注2） 建設系学科高校生等（13校注3）

事業概要

一線で活躍する技術者の指導のもと、

県が提供する実際の建設現場で、測

量、設計、工事のプロセスを自ら実践。

県下９会場(建築３，土木３、測量３会場)で

実践的な資格の取得を支援する学科試験

の準備講座を開催。

役

割

分

担

産
技術者の派遣

資機材(重機、測量機器等)の提供

企画、講師・会場の手配

会場費等の費用負担

学 カリキュラムの編成、マネジメント 資格取得の動機付け

官 建設現場提供、講師費用負担 講師費用負担

事業効果 県内建設産業への就職率向上 合格率向上、意欲高い即戦力の育成

信州花フェスタ安曇野会場入口での石庭づくり 資格試験の準備講座

（４）事業費 令和２年度予算額 2,288千円（継続）

長野県建設部

注1 土木技術の基礎知識を証明する国家資格。主任技術者として責任ある立場で仕事ができる。
注2 飯田OIDE長姫、南安曇農業、長野工業
注3 注２の３校のほか、下高井農林、中野立志館、須坂創成、上田千曲、丸子修学館、佐久平総合技術、
上伊那農業、木曽青峰、池田工業、長野高専

１ 事 業 概 要

（２）事業の必要性

これまで実施してきた工事現場見学など建設産業の広報（ゼロ予算事業）に加え、
産学官連携により、教育現場に必要な専門性を補完し、実践的かつ直接的に若者に働
きかけ、建設産業への理解を深め、就業意欲の向上を図る。

建設産業は全産業に比べ若手比率の低下と
高年齢化の進行が速く、持続的に地域を支え
るには、建設産業への就業促進が必要。

（３）事業内容

建設部門の専門教育を受けた数少ない
高校生※１を一人でも多く建設業・測量設計業
など地域を支える企業への就業につなげる。
※１ H29卒業公立高校卒業生の約21％、3,299人

（１）事業の目的

総務省統計局労働局調査を元に技術管理室で算出

２ 建設産業の就業促進・働き方改革に資する19の取組

長野県就業促進・働き方改革戦略会議の建設分野別会議においてとりまとめた建設産業の
就業促進・働き方改革に資する次の「19の取組※２」を産・学・官の関係機関※３が連携を強化
して実行していく。

裾花川ｳｫｰｷﾝｸﾞﾛｰﾄﾞの看板設置

※２ 「建設産業の次世代を担う人づくり推進事業」は、19の取組の①と②に該当
※３ 産：建設業振興基金、長野県建設業協会、長野県測量設計業協会、長野県建設労働組合連合会

学：長野県高校校長会工業部会
官：長野労働局、関東地方整備局、（独法）高齢･障害･求職者雇用支援機構長野支部、長野県1
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新型コロナウイルス感染症対策関係通知 
 

 

  通 知 名  頁 

県通知(1) R2.2.26 
元建政技第 402 号 

施工中の工事における新型コロナウイルス感染症の罹患に伴
う対応について 

… 18 

 R2.2.25 
国土入企第 52 号 同上  19 

県通知(2) R2.2.28 
元建政技第 405 号 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び
業務の一時中止措置等について 

… 21 

 R2.2.27 
事務連絡（国） 同上  22 

県通知(3) R2.3.2 
元建政技第 410 号 

「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及
び業務の一時中止措置等の解釈」等について 

… 26 

 R2.2.28 
事務連絡（国） 同上  27 

県通知(4) R2.3.6 
元建政第 269 号 

新型コロナウイルス感染症対策による学校等の臨時休業に伴
う建設業法上の取扱いの明確化について 

… 31 

 R2.2.28 
国土建第 482 号 同上  32 

県資料４ 
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元建政技第 402 号  

令和２年(2020 年)２月 26 日  

 

 

建設部各課長 様 

建設部現地機関の長 様 

 

 

技 術 管 理 室 長   

 

 

 

施工中の工事における新型コロナウイルス感染症の罹患に伴う対応 

について（通知） 

 

 

 このことにつきまして、国土交通省土地・建設産業局建設業課長より

別添の通り通知がありました。貴所発注工事及び業務におきましては、

関係職員及び受注者に周知していただくとともに、適切な対応を行うよ

うご配意をお願いします。 

 なお、市町村へは別途通知していますので申し添えます。 

 

 

 

建設政策課技術管理室 
（室長）青木謙通 （基準）今吉 聡 
         （指導）玉川博之 
電話 026-232-0111（内線 3329） 

026-235-7312（直通） 
8-231-3329 （防災無線） 

FAX  026-235-7482 
gijukan-kijunshido@pref.nagano.lg.jp 

18



 
 

 国土入企第５２号 

令和２年２月２５日 

 

 

各都道府県主管部局長 殿 

各政令指定都市主管部局長 殿 

 

 

国土交通省土地・建設産業局建設業課長 

 

 

施工中の工事における新型コロナウイルス感染症の罹患に伴う対応について 

 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策については、これまでも建設業者団

体あてに適切な対応を重ねてお願いしてきたところですが、このたび、千葉県や熊本

県内において、建設現場の作業に従事する者に新型コロナウイルス感染症の感染者が

あることが判明しました。また本日、政府の新型コロナウイルス感染症対策本部より、

「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」が示されたところです。つきましては、

貴職におかれては、当該基本方針に則った対策を講じていただくことに加え、施工中

の工事における新型コロナウイルス感染症の罹患に伴う対応については、下記を踏ま

えて適切にご対応いただきますよう、よろしくお取り計らいください。 

 併せて、調査、設計、測量等の業務についても、同様の取扱いがなされるようお願

いします。 

 なお、政府の新型コロナウイルス感染症対策本部での今後の対応等に応じ、下記事

項を含め、更新・具体化などの必要がある場合には、改めて通知させていただきます

のでご留意ください。 

また、各都道府県におかれては、被害の状況にも配慮しつつ、貴都道府県内の関係

市町村（指定都市を除く。）に対しても、周知を宜しくお願いします。 

 

 

記 

 

１．貴都道府県及び貴都道府県管内の市町村（以下、単に「貴都道府県等」という。）

におかれましては、公共工事の円滑な施工確保を図る観点からも、発注した工事の

現場等において、現場状況等を勘案しつつ、アルコール消毒液の設置や不特定の者

が触れる箇所の定期的な消毒など、感染予防の対応を徹底するとともに、担当職員

のみならず、受注者を通じてすべての作業従事者等の健康管理に留意いただきます

よう、よろしくお願いします。
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２．また、貴都道府県等の発注工事の施工に係る作業従事者等に新型コロナウイルス

感染症の感染者があることが判明した場合には、速やかに受注者から発注者に報告

するなど、所要の連絡体制の構築を図っていただくとともに、都道府県等の保健所

等の指導に従い、感染者本人や本人と濃厚接触した疑いがある者の自宅待機をはじ

め、適切な措置が講じられるよう、周知徹底をお願いします。    

 

３．新型コロナウイルス感染症に感染した作業従事者やその濃厚接触者等が現場作業

に従事できなくなることに伴い、受注者から工期の見直し等の申し出があった場合

には、必要に応じ、工期の見直しやこれに伴い必要となる請負代金額の変更等、適

切な対応を講じていただくようお願いします。なお、この場合においては、特段の

事情がない限り、受注者の責によらない事由によるものとして取り扱われるべきも

のと解されますので、よろしくお取り計らいください。 

 

４．公共工事の請負契約については、公共工事標準請負契約約款第２０条第１項に

おいて、天災等により工事目的物等に損害を生じ、又は工事現場の状態が変動し

たため、請負者が工事を施工できないと認められるときは、発注者は、受注者に

工事の一時中止を命じなければならないこととされています。新型コロナウイル

ス感染症の罹患に伴う影響で、現場の施工を継続することが困難と認められる事

業がある場合においては、発注者において、的確に工事の一時中止を指示するよ

うお願いします。    

 

なお、上記３．及び４．の措置を講じるにあたっては、必要に応じ、工期の見直しも

含め、施工期間等の適正化に努めるようご留意願います。 
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元建政技第 405 号  

令和２年(2020 年)２月 28 日  

 

 

建設部各課長 様 

建設部現地機関の長 様 

 

 

技 術 管 理 室 長   

 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の 

一時中止措置等について（通知） 

 

 

 このことにつきまして、国土交通省土地・建設産業局建設業課長より

別添のとおり通知がありました。貴所発注工事及び業務におきましては、

関係職員及び受注者に周知していただくとともに、受注者から一時中止

等の申し出があった場合は、受注者の責めに帰すことができないものと

して適切な対応を行うようご配意をお願いします。 

 なお、市町村へは別途通知していますので申し添えます。 

 

建設政策課技術管理室 
（室長）青木謙通 （基準）今吉 聡 
         （指導）玉川博之 
電話 026-232-0111（内線 3329） 

026-235-7312（直通） 
8-231-3329 （防災無線） 

FAX  026-235-7482 
gijukan-kijunshido@pref.nagano.lg.jp 
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事 務 連 絡 

令和２年２月２７日 
 
 

各都道府県入札契約担当部局長 殿 
各指定都市入札契約担当部局長 殿 

 

 

国土交通省土地・建設産業局建設業課長 
   

 
 
 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた 

工事及び業務の一時中止措置等について 

 

 

施工中の工事における新型コロナウイルス感染症の罹患に伴う対応について

は、「施工中の工事における新型コロナウイルス感染症の罹患に伴う対応につい

て」（令和２年２月 25 日付け国土入企第 52 号）において、適切な対応をお願い

したところです。 
現在、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止について、感染の流行を早

期に終息させるための極めて重要な時期にあり、令和２年２月 26 日の新型コロ

ナウイルス感染対策本部において、内閣総理大臣より、大規模な感染リスクの

あるイベント等について今後２週間は中止等の対応を要請するなど、感染拡大

の防止に万全を期す旨の発言があったところです。 

このことを踏まえ、国土交通省直轄工事において別添のとおり取り組むことと

しておりますので、ご参考にお知らせします。 
なお、各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除

く。）に対しても、周知をお願いします。 
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国 地 契 第 4 4 号 

国 官 技 第 357 号 

国 営 管 第 384 号 

国 営 計 第 120 号 

 国 港 総 第 593 号 

国 港 技 第 8 3 号 

国空予管第 807 号 

国空空技第 520 号 

国空交企第 371 号 

国 北 予 第 4 5 号 

令和２年２月 27 日 

 

大臣官房官庁営繕部 各 課 長 殿 

各 地 方 整 備 局  総 務 部 長 殿 

企 画 部 長 殿 

営 繕 部 長 殿 

港湾空港部長 殿 

北 海 道 開 発 局 事業振興部長 殿 

営 繕 部 長 殿 

各 地 方 航 空 局 総 務 部 長 殿 

空 港 部 長 殿 

保 安 部 長 殿 

国土技術総合研究所 総 務 部 長 殿 

          管理調整部長 殿 

国 土 地 理 院  総 務 部 長 殿 

 

  国土交通省 

大臣官房地方課長 

大臣官房技術調査課長 

大臣官房官庁営繕部管理課長 

大臣官房官庁営繕部計画課長 

港湾局総務課長 

港湾局技術企画課長 

航空局予算・管財室長 

航空局航空ネットワーク部空港技術課長  

航空局交通管制部交通管制企画課長 

北海道局予算課長 

（公印省略） 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた 

工事及び業務の一時中止措置等について 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止については、今がまさに、感染の流行を早

期に終息させるために極めて重要な時期である。令和２年２月 26日の新型コロナウイ
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ルス感染対策本部において、内閣総理大臣より、大規模な感染リスクのあるイベント等

について今後２週間は中止等の対応を要請するなど、感染拡大の防止に万全を期す旨

の発言があったところである。 

ついては、既契約の工事及び業務に係る一時中止措置等に関し、下記のとおり取扱い

を定めたので、遺漏なきよう措置されたい。なお、通年維持工事等、履行されなければ

公物管理等に支障をきたすものは、この限りではない。 

 

記 

 

１．工事又は業務の一時中止措置等について 

工事又は業務の契約は、別表の「契約書」欄に掲げる各契約書（以下「契約書」と

いう。）に基づき実施しているところであるが、発注者においては、別表の「適用条

項」欄に掲げる各規定の趣旨に則り、以下のとおり受注者に対する工事又は業務の一

時中止措置等を適切に行うこととする。 

 

（１）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた対応 

発注者は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、受注者の感染拡大

防止の意向を尊重し、必要な支援を行う観点から、受注者に対して工事又は業務の

一時中止や工期又は履行期間の延長の意向を確認する。その上で、受注者からその

申し出がある場合には、受注者の責めに帰すことができないものとして、契約書に

基づき、工事又は業務の一時中止や設計図書等の変更を行う。なお、一時中止や設

計図書等の変更を行った場合においては、契約書の規定に基づき、必要に応じて請

負代金額若しくは業務委託料等の変更又は工期若しくは履行期間の延長を行うな

ど、適切に対応する。一時中止の期間は、本通知から令和２年３月 15 日までの期

間とする。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症への感染が確認された場合の対応 

発注者は、工事従事者又は業務従事者に新型コロナウイルス感染症への感染が確

認された場合には、（１）に準じて対応する。この場合、一時中止の期間は、他の

従事者への感染の状況等を踏まえ、適切に設定する。 

 

２．一時中止措置等に伴う繰越等の措置について 

１．の措置に伴い、工期又は履行期間が年度を越える可能性がある場合には、繰越

等の手続をとることとする。 
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別表 

 契約書 適用条項 

１ 「工事請負契約書の制定について」（平成７年６月 30日付け建設

省厚契発第 25号）別冊工事請負契約書 

第 19条 

第 20条 

２ 「官庁営繕部所掌の工事に係る工事請負契約書の制定について」

（平成７年９月５日付け建設省営管発第 556号）別冊工事請負契

約書 

第 19条 

第 20条 

３ 「工事請負標準契約書の制定について」（平成８年１月 24日付け

港管第 111号）別冊工事請負契約書 

第 19条 

第 20条 

４ 「工事標準請負契約書について」（平成８年３月 19日付け空経第

212 号）別冊工事請負契約書 

第 19条 

第 20条 

５ 「土木設計業務等委託契約書の制定について」（平成７年６月 30

日付け建設省厚契発第 26号）別冊土木設計業務等委託契約書 

第 19条 

第 20条 

６ 「設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について」（平成８年

２月 29日付け港管第 444 号）別冊設計・測量・調査等業務契約書 

第 19条 

第 20条 

７ 「建築設計業務委託契約書の制定について」（平成 10年 10月 1日

付け建設省厚契発第 37号）別冊建築設計業務委託契約書 

第 21条 

第 22条 

８ 「官庁営繕部所掌の建築設計業務委託契約書の制定について」（平

成 10年 10月 1日付け建設省営管発第 335 号）別冊建築設計業務

委託契約書 

第 21条 

第 22条 

９ 「建築工事監理業務委託契約書の制定について」（平成 13年２月

15日付け国官地第 3-2 号）別冊建築工事監理業務委託契約書 

第 15条 

第 16条 

10 「官庁営繕部所掌の建築工事監理業務委託契約書の制定につい

て」（平成 13年２月 15日付け国営管第７号、国営技第２号）別冊

建築工事監理業務委託契約書 

第 15条 

第 16条 

11 「調査・測量等業務契約書について」（平成 22年 10月 29日付け

国空予管第 628-2 号）別冊調査・測量等業務契約書 

第 19条 

第 20条 

12 「工事設計業務契約書について」（平成 22年 10 月 29日付け国空

予管第 629-2 号）別冊工事設計業務契約書 

第 21条 

第 22条 

13 「工事監理業務契約書について」（平成 22年 10 月 29日付け国空

予管第 630-2 号）別冊工事監理業務契約書 

第 14条 

第 15条 

14 「官庁営繕部所掌の建設コンサルタント業務等に係る調査業務請

負契約書の制定について」（平成 23年１月 17日付け国営管第 396

号）別冊調査業務請負契約書 

第 17条 

第 18条 

15 「官庁営繕部所掌の建設コンサルタント業務等に係る業務契約書

の制定について」（平成 23年１月 17日付け国営管第 397 号）別冊

業務契約書 

第９条 

16 「発注者支援業務標準契約書の制定について」（平成 24年１月 10

日付け国地契第 64号、国北予第 28号）別冊発注者支援業務委託

契約書 

第 20条 

第 21条 

17 「発注者支援業務標準契約書の制定について」（平成 24年１月 27

日付け国港総第 577 号）別冊発注者支援等業務契約書 

第 21条 

第 22条 
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元建政技第 410 号  

令和２年(2020 年)３月２日  

 

 

建設部各課長 様 

建設部現地機関の長 様 

 

 

技 術 管 理 室 長   

 

 

 

「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の 

一時中止措置等の解釈」等について（通知） 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴う工事及び業務の一時

中止等については、令和２年２月 28 日付け元建政技第 405 号において通

知したところですが、国土交通省土地・建設産業局建設業課長より別添

のとおり一時中止措置等の解釈等について通知がありました。 

つきましては、建設部発注工事及び業務におきまして、国土交通省直

轄工事及び業務での取り扱いに準ずることとしますので、適切な対応を

行うようご配意をお願いします。 

 なお、市町村へは別途通知していますので申し添えます。 

 

建設政策課技術管理室 
（室長）青木謙通 （基準）今吉 聡 
         （指導）玉川博之 
電話 026-232-0111（内線 3344） 

026-235-7323（直通） 
8-231-3344 （防災無線） 

FAX  026-235-7482 
gijukan-kijunshido@pref.nagano.lg.jp  
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事 務 連 絡 

令和２年２月２８日 
 
 

各都道府県入札契約担当部局長 殿 
各指定都市入札契約担当部局長 殿 

 

 

国土交通省土地・建設産業局建設業課長 
   

 
 
 

「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の 

一時中止措置等の解釈」等について 

 

 

標記について、別添１、２のとおり、国土交通省直轄工事での取り扱いを周知

いたしましたので、ご参考にお知らせします。 
なお、各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除

く。）に対しても、周知をお願いします。 
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事 務 連 絡 

 令 和 ２ 年 ２ 月 28 日 

 

大臣官房官庁営繕部       各 課 長 補 佐 殿 

各 地 方 整 備 局 総 務 部 契 約 課 長 殿 

          企 画 部 技 術 管 理 課 長 殿 

   営 繕 部 計 画 課 長 殿 

北 海 道 開 発 局 事業振興部 工事管理課長補佐 殿 

                 営 繕 部 営 繕 計 画 課 長 殿 

国土技術総合研究所 総 務 部 会 計 課 長 殿 
国 土 地 理 院 総 務 部 契 約 課 長 殿 

       

 大臣官房 地方課公共工事契約指導室 課 長 補 佐 

技 術 調 査 課 事業評価・保全企画官 

工 事 監 視 官 

課 長 補 佐 

官 庁 営 繕 部 管 理 課 課 長 補 佐 

 官 庁 営 繕 部 計 画 課 企 画 専 門 官 

北海道局 予 算 課 課 長 補 佐 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の 

一時中止措置等の解釈について 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴う工事及び業務の一時中止等につ

いては、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の一時中

止措置等について」（令和２年２月 27 日付け国地契第 44 号、国官技第 357 号、国営

管第 384 号、国営計第 120 号、国港総第 593 号、国港技第 83 号、国空予管第 807

号、国空空技第 520 号、国空交企第 371 号、国北予第 45 号）において取扱いを定め

たところであるが、上記通知の解釈について下記のとおり取り扱うこととするの

で、遺漏なきよう措置されたい。 

 

記 

 

１．昨日、内閣総理大臣より、全国全ての小学校等について臨時休校を行うよう要

請する発言があったところであるが、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止

に向けた工事及び業務の一時中止措置等について」１．（１）において、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大防止のため、受注者が工事又は業務の一時中止や工

期又は履行期間の延長（以下「工事等の一時中止等」という。）を申し出ることが

できる場合には、工事従事者又は業務従事者の子どもの発熱や子どもが通う学校

 別添１ 
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の休校等に伴い、工事従事者又は業務従事者が子どもの面倒を見る必要が生じた

結果、工事等の一時中止等を行う必要がある場合を含むものとする。 

 

２．完成又は完了の通知を受けた工事又は業務について工事等の一時中止等を行う

場合であって、検査期限内に検査を実施することができないときは、受注者に完

成又は完了の通知を取り下げさせた上で工事等の一時中止等を行うこと。 
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事 務 連 絡 

                                       令和２年２月２８日 

 

各地方整備局 企画部 技術調整管理官 殿、工事品質調整官 殿 

技術企画官 殿、総括技術検査官 殿 

北海道開発局 事業振興部 工事評価管理官 殿 

沖縄総合事務局 開発建設部 技術調整管理官 殿、技術企画官 殿 

総括技術検査官 殿 

 

                                            大臣官房 技術調査課 

建設システム管理企画室長 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた 

直轄工事及び業務に係る検査、打合せ等の対応について 

 

標記については、各地方整備局等においてこれまでもテレビ会議の活用などにより、発

注者と受注者双方の省力化の積極的な推進に努めて頂いているところですが、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大防止に万全を期す観点から、直轄工事及び業務に係る検査、打

合せ等の実施にあたっては、設備環境の整備状況等を踏まえつつ、可能な限りＷＥＢを活

用する等、受発注者間で協議の上、適切に対応いただくようお願いします。 

なお、やむを得ず従来どおり対面の検査、打合せ等を実施する場合には、あらかじめ受

注者に対し最小限の人数で実施するよう働きかけるとともに、広い部屋での実施やマスク

着用を推奨する等、感染予防の対策を徹底するようお願いします。また、対面の検査を行

った場合には、検査官は、検査に出席した受発注者双方の全員の氏名を検査メモ等に記載

し確実に記録を残していただくようお願いします。 

別添２ 
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元建政第 269 号  

令和２年（2020 年）３月６日  

 

 県関係部（局）各課の長 様 

 県発注機関の長     様 

 

建設部長    

 

新型コロナウイルス感染症対策による学校等の臨時休業に伴う建設業法上 

の取扱いの明確化について（通知） 

 

 このことについて、国土交通省土地・建設産業局建設業課長から別添のとお

り通知がありました。 

 ついては、別添の通知に留意の上、制度が的確に運用されるよう配意願いま

す。 

 なお、市町村に対しては別途通知しましたので、申し添えます。 

 

 

 

 

建設政策課技術管理室基準指導班 

青木 謙通（室長） 松林 純一（担当） 

電 話 026-235-7312 

ＦＡＸ 026-235-7482 

E-mail gijukan@pref.nagano.lg.jp 

建設政策課建設業係 

松澤 繁明（課長） 上條 祐輝（担当） 

電 話 026-235-7293 

ＦＡＸ 026-235-7482 

E-mail kensetsu@pref.nagano.lg.jp 
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国 土 建 第 ４ ８ ２ 号 

令 和 ２ 年 ２ 月 ２ ８ 日 

都道府県及び政令指定都市主管部局の長 殿 

国土交通省土地・建設産業局建設業課長 

 

新型コロナウイルス感染症対策による学校等の臨時休業に伴う 

建設業法上の取扱いの明確化について 

 

現在、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止について、感染の流行を早期に終息させる

ための極めて重要な時期にあり、令和２年２月 27 日の新型コロナウイルス感染対策本部におい

て、内閣総理大臣より、全国全ての小学校、中学校、高等学校、特別支援学校について、令和２

年３月２日から臨時休業を行うよう要請する旨の発言があったところです。 

このことを踏まえ、建設業法上の取扱いについて明確化しましたのでお知らせします。 

なお、学校の臨時休業などの感染拡大防止措置に伴って技術者等が確保できないといった事

情により、現場の施工を継続することが困難と認められる場合においては、必要に応じ、「施工中

の工事における新型コロナウイルス感染症の罹患に伴う対応について」（令和２年２月 25 日付け

国土入企第 52 号）の趣旨を踏まえ、工期の見直しや一時中止の措置を適切に講じるようお願い

いたします。 

貴職におかれましては、建設業者に対して適切に指導するとともに、貴管内の公共工事発注機

関等の関係行政機関及び建設業団体に対しても速やかに関係事項を周知していただくようお願

い致します。 

 

記 
 

・主任技術者又は監理技術者の「専任」の明確化について 

監理技術者等の「専任」については、「主任技術者又は監理技術者の「専任」の明確化につい

て（平成３０年１２月３日付け国土建第３０９号）」により、その取扱い等を明確化したところである

が、新型コロナウイルス感染症対策のため、全国全ての小学校、中学校、高等学校、特別支援学

校について、令和２年３月２日から臨時休業を行うよう要請されたことを受け、臨時休業に伴う育

児のため、監理技術者等が短期間工事現場を離れることについては、適切な施工ができる体制

を確保する（例えば、必要な資格を有する代理の技術者を配置する、工事の品質確保等に支障

の無い範囲内において、連絡を取りうる体制及び必要に応じて現場に戻りうる体制を確保する等）

とともに、その体制について、元請の監理技術者等の場合は発注者、下請の主任技術者の場合

は元請又は上位の下請の了解を得ていることを前提として、差し支えない。 

 

・監理技術者等の途中交代について 
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監理技術者制度運用マニュアルにおいて、監理技術者等の工期途中での交代は、当該工事に

おける入札・契約手続きの公平性の確保を踏まえた上で、慎重かつ必要最小限とする必要があり、

これが認められる場合としては、監理技術者等の死亡、傷病、出産、育児、介護または退職等の

真にやむを得ない場合等とされているが、新型コロナウイルス感染症対策のため、全国全ての小

学校、中学校、高等学校、特別支援学校について、令和２年３月２日から臨時休業を行うよう要請

されたことを受け、臨時休業に伴う育児のため、監理技術者等が職務を継続できない場合や工期

及び工事内容に大幅な変更が発生した場合等も真にやむを得ない場合に含むものとする。 

 

・恒常的な雇用関係の取扱いについて 

監理技術者制度運用マニュアルにおいて、国、地方公共団体等が発注する建設工事で発注者

から直接請け負う建設業者の専任の監理技術者等については、所属建設業者から入札の申込

のあった日以前に３ヶ月以上の雇用関係にあることが必要とされているが、新型コロナウイルス

感染症対策のため、全国全ての小学校、中学校、高等学校、特別支援学校について、令和２年３

月２日から臨時休業を行うよう要請されたことを受け、臨時休業に伴う育児のため、当該建設業

者に要件を満たす技術者がいない場合など、緊急の必要その他やむを得ない事情がある場合に

ついては、３ヶ月未満の雇用関係であっても差し支えないこととする。 

 
以上 
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公共工事設計労務単価等の改定について 

技術管理室  

県が発注する建設工事及び測量・設計等委託業務の予定価格の算定に用いる労務単価及び

技術者単価を、令和２年３月 1 日に改定し、適用しています。 

 
 

１  建設工事の労務単価 

 

主要８職種※の平均労務単価   ～前年度比約 1.2％の上昇～ 

改 定 日  H30.3.1   H31.4.1  (増減)   R02.3.1 (増減) 

長 野 県 20,163 円 20,938 円 (+3.8%) 21,188 円 (+1.2%) 

 
※ 県の土木工事で多く用いられる特殊作業員､普通作業員､軽作業員､とび工､鉄筋工､運転手(特殊)､ 

運転手(一般)､型枠工の８職種 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  委託業務の技術者単価 

 

全業種※の平均技術者単価    ～前年度比約 3.1％の上昇～ 

改 定 日  H30.3.1  H31.4.1  (増減)  R02.3.1 (増減) 

長 野 県 37,665 円 39,055 円 (+3.7%) 40,260 円 (+3.1%) 

※ 測量、設計、地質調査など建設工事に係る委託業務 

H23 14,150 円 

H10 21,463 円 R02 21,188 円 

県資料５ 
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                                 技術管理室 

 

平成 27 年度 

 ～平成 29 年度 

 

 

 

 

平成 30 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度 

 

 

 

 

 

 ９月 

 

 

 

 

令和２年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の予定 
   週休２日の実績を有する技術者を評価する総合評価落札方式について、導入を検討 

週休２日を確保する 

モデル工事 

平成 27～29 年度 

168 箇所実施 

 

週休２日を実施する企業を 

評価する総合評価落札方式 

平成 28～29 年度 

  47 箇所実施 
平成 29 年度 
○週休２日を入札参加資格で

加点評価 
 

〇施工者希望型週休２日工事（導入） 

・ 4/1 以降に公告する全工事を対象(緊急工事、機械設備工事を除く) 

・工事着手から完了までの期間の７分の２の日数を現場閉所 

・週休２日相当の現場閉所を行った場合に次の評価等を実施 

①工事成績で加点 

②経費を増額（労務費、機械経費は H30.10 から） 

・実施状況：２９．６％（実施希望 330 件/対象工事 1,116 件） 
（令和元年 12 月末時点） 

 

 

 

 

 

〇施工者希望型週休２日工事（改定） 

・降雨・降雪等による予定外の休工日も現場閉所日数に見込む 

・週休２日の達成度に応じて経費を増額補正 

・週休２日を達成した業者に、履行実績証明書を発行 

・実施状況：２８．５％（実施希望 243 件/対象工事 852 件） 
      （令和元年 12 月末時点） 

 

○発注者指定型週休２日工事（導入） 

・発注者が指定する工事（緊急工事、機械設備工事を除く） 

・あらかじめ週休２日達成と同等の経費を計上 

・実施状況：１２件 （令和元年 12 月末時点） 

 

〇施工者希望型週休２日工事・発注者指定型週休２日工事（改定） 

・緊急工事、機械設備工事を対象とし、１週間未満工事を対象外とする 

・年末年始６日、夏季休暇３日等を現場閉所率算定にあたり控除する 

・発注者指定型の４週７休、４週６休については、補正の対象外とする 

・補正係数の見直し 

機械経費 
（賃料） 共通仮設費 現場管理費 

1.05 

達成度 達成率  
補正係数 

労務費 
間接工事費 

達 成 ４週８休以上 1.05 1.04 1.04 

機械経費 
（賃料） 共通仮設費 現場管理費

一定程度達成 ４週６休以上 1.01 1.01 1.02 1.03 

1.06 

概ね達成 ４週７休以上 1.03 1.03 1.03 1.04 

達成度 達成率  
補正係数 

労務費 
間接工事費 

達 成 ４週８休以上 1.05 1.04 1.04 

 

週休２⽇⼯事の取組について 

県資料６ 
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建設部 技術管理室

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用基準

１．基準の適用

本基準は、令和３年度末までの適用とする。

２．対象工事

本基準の対象となる工事は、次の事項を全て満たす工事とする。
(1) 長野県が入札公告等を行う全ての工事（建築工事は除く）。
(2) 令和２年３月１日以降に当初契約を締結する工事若しくは令和２年３月１日時点

で契約中の工事であること。

３．対象となる建設資材等

本基準の対象となる建設資材等は下表のとおりとする。

４．設計変更の進め方について

(1) 受注者は、当初契約締結後において、対象建設資材等を遠隔地から調達せざるを
得なくなった場合には、工事現場に建設資材等を搬入する前までに監督員と協議。

(2) 事前協議した建設資材の調達に係る支出実績を踏まえて設計変更する場合は、当
該費用に関して実際に支払った全ての証明書類（領収書等）、使用証明資料（納
品書等）を監督員に提出し、設計変更の内容について協議。

(3) 資材単価（現着単価）は、受注者の購入価格（取引価格）とする。
(4) 輸送費は、基地（遠隔地）から現場までの距離について、積算基準及び標準歩掛

により算出する。

建設資材等 対象となる要件 対象 

生コンクリート 地域内プラントからの調達ができないこと 

資材単価 

（現着） 

アスファルト合材 以下のいずれかに該当すること 

・県内のプラント及び工場等からの調達ができない 

・県内のプラント及び工場等から調達できるが、平常 

 時の輸送元より遠方となる 

石材 

間知ブロック 

仮設材（鋼矢板等） 

以下の条件をすべて満たすこと 

・運搬費として積上げ対象となっている資材 

・基地が平常時の輸送元より遠方となる 

輸送費 

※地域とは、県の実施設計単価表に示す 17地区をいう。 

※生コンクリートについては県産材の調達を原則とし、それが困難な場合に限り、 

県外からの調達を可能とする。 

※遠方とは、平常時の輸送元が存在する地域より遠方の地域をいう。 

県資料７
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建設部 技術管理室

労働者確保に要する間接費の実績変更の運用基準

１．基準の適用

本基準は、令和３年度末までの適用とする。

２．対象工事

本基準の対象となる工事は、次の事項を全て満たす工事とする。
(1) 長野県が入札公告等を行う全ての工事（建築工事は除く）。
(2) 令和２年３月１日以降に当初契約を締結する工事若しくは令和２年３月１日時点で契約中

の工事であること。
(3) 建設部、林務部、環境部及び企業局においては、「積算基準及び標準歩掛（土木工事編

（１）） 第Ⅰ編 総則 第２章 工事費の積算」に、農政部においては「農林水産省 土地
改良事業等請負工事積算基準 別表１」に記載されている工種区分を適用している工事で
あること。

３．対象となる間接費

本基準の対象となる労働者（※）確保に要する間接費は、「共通仮設費（率分）のうち営繕
費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の下表に示す費用（以下「実績変更対象費」という）
とする。

※直接、肉体的もしくは技能的労働に伴って工事施工に従事する者。
（普通作業員、世話役、重機オペレータ、鉄筋工、とび工、石工、ブロック工、配管工、大工、左官、
電工、交通誘導警備員等）

４．積算について

営繕費と労務管理費それぞれについて、下式により実績変更対象費（積上）を算定し、その結
果を積上げ計上する。

実績変更対象費（積上） ＝ 支出実績額 － 実績変更対象費（率計上）

※ 支出実積額
労働者確保にかかる実績報告額の額（税抜き）。ただし、証明書類において確認された費用。

※ 実績変更対象費（率計上）（小数点以下切捨て）
「積算基準及び標準歩掛により算出した共通仮設費（率分）又は現場管理費」×実績変更対象費の割合
なお、実績変更対象費の割合は国が示しているものを使用。

構成費目 率分に含まれる主な項目 

営繕費 借上費  建物を建築する代わりに貸ビル、マンション、民家等を長期借上げし

た場合に要した費用 

宿泊費  労働者が、旅館、ホテル等に宿泊した場合に要した費用 

労働者送迎費  労働者をマイクロバス等で日々当該現場に送迎輸送（水上輸送を含む）

をするために要した費用（運転手賃金、車両損料、燃料費等含む） 

現場管理費 

(労務管理費) 

募集・解散費  労働者の赴任手当、帰省旅費及び解散手当 

賃金以外の食事・通勤等 

に要する費用 

 労働者の早出、残業時の食事費（事業主負担分）、食事補助費 

 支給した交通費 

労働者の住居から、会社又は現場までの交通機関等の実費費用に応

じて支給される手当 

会社から現場、あるいは現場から現場までの交通機関等の実費費用

に応じて支給される手当 

遠隔地での工事等で、労働者個人が立替払いした旅費の支弁に当た

る手当 
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⻑野県は、令和元年東⽇本台風（台風第 19 号）により甚大な被害を受け
た佐久地域において、災害復旧を中⼼とした復旧・復興まちづくりの円滑か
つ速やかな実施のため、佐久市、公益財団法⼈⻑野県建設技術センター、独
⽴⾏政法⼈都市再⽣機構（ＵＲ都市機構）と 4 者での協定を本⽇付けで締結
し、県として初の「災害復旧⼯事マネジメント業務」に取り組みます。 
 
災害復旧⼯事マネジメント業務の概要 
 災害復旧⼯事の効率的、効果的な執⾏及び早期完了を目的として、発注者
間や複合・重層的に発⽣する多種多様な復旧⼯事間の調整を⾏います。 
 
１ 業務の内容  

（１）発注者間の調整︓発注者間調整会議の運営、発注者間の課題の調整
及び解決など 

（２）施⼯者間の調整︓⼯事連絡調整会議の総括、施⼯者間の課題の調整
及び解決など 

 
２ 業務の期間  

令和 2 年 4 ⽉〜令和 3 年 3 ⽉ 
 

 

 

長野県（建設部）プレスリリース  令和２年（2020 年） ３月 11 日 

 令和元年東⽇本台風（台風第 19 号）災害からの 
佐久地域における早期の復旧・復興に向け 

「災害復旧⼯事マネジメント業務」に取り組みます 

長野県建設部 建設政策課 技術管理室 

（室長）青木 謙通 （担当）玉川 博之 

電 話 026-235-7312（直通） 

026-232-0111（代表） 内線 3329 

F A X 026-235-7482 

E-mail gijukan@pref.nagano.lg.jp 

県資料８ 
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令和２年度 ICT 活用工事の実施方針他について 

１ ＩＣＴ活用工事について 
① 令和元年度ＩＣＴ活用工事の実施状況 

 （１）H30 までの実施状況 
    ・H29 まで 16 件（すべて土工） 
    ・H30   17 件（土工16、舗装工１） 
 （２）令和元年度の実施状況（12 月末時点） 
    ・ICT 土工  42 件（内発注者指定 14 件） 
    ・ICT 舗装工  8 件（内発注者指定 5 件） 
       計   50 件        19 件 

② 令和２年度 ICT 活用工事の実施方針 
  ・原則として、建設部が入札公告する全工事を対象とする 
  ・ICT 技術の一部活用を可能とする 

   ・発注者指定型を一定数実施する 
   ・国土交通省に準じて工種を追加 

③ 総合評価落札方式における評価 
  ・令和2 年度から実施予定 
   ・実施内容、実施時期は今後検討 
 
２ BIM/CIM の推進について 
  ・BIM/CIM（ビム・シム）とは、公共事業の計画・設計から施工、管理、更新に⾄る一連の

建設⽣産システムにおいて３次元モデルを導入し、各段階での情報の一元管理によって業
務の効率化・⾼度化を図る取組。i-Construction 推進のエンジンとされている 

   ・国では試⾏段階。２０２５年から本格導入する予定 
   ・令和２年度は「信州 BIM/CIM 推進協議会」を中心に、各種研修やモデル業務を通じた勉

強会等を実施する予定 
 
３ 優良技術者表彰について 
  ・令和２年度は従来通り実施する 
  ・総合評価での加点の⾒直しを検討 

ホームページを開設  ～i-Construction 生産性向上のための現場技術者支援のページ～ 

ICT活用工事のほか、共通仕様書などの現場技術者が必要な情報を掲載しています 

長野県ホームページ  ホーム > 社会基盤 > 建設・建築・開発 > 技術管理 > iーConstruction 

県資料９ 
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Ⅰ　受注希望型競争入札の状況（令和２年１月末現在）

 １ 建設工事  （環境部・農政部・林務部・建設部・企業局）

6.3

2.5

　※　令和元年度は１月までの数値

　(3) 地域別(10ブロック）の動向

　※　令和元年度は１月までの数値

※令和元年8月1日以降の公告案件から見直し後の失格基準を適用　

　(1) 平成30年度、令和元年度の状況

93.2

146 3 1 142 8.2 93.4

250 16 7 227 8.3

0 56 10.9 92.9

93.0

211 2

2 103 10.6

93.5 89.3 90.3 87.9 92.4 89.2 94.2 87.8

95.3 93.4 93.1

93.6

93.0

95.0

94.0 92.2

93.1

7.0 3.3 5.5 5.0 9.5 7.8

91.2

85.2 65.0 74.9 92.9 72.2 62.3 88.6 48.9 74.0

94.1

4.2 5.2 4.8 2.3 4.9 4.2 6.3 6.8 5.5

93.1 94.2 93.8 98.2 94.8

令
和
元
年
度

9.6 4.9

93.9 93.8

96.0 84.0

93.0 68.1

平均参加者数（者）

平均落札率（％）

地元受注率（件数）（％）

地元受注率（金額）（％）

受注希望型競争入札の実施状況について

開札合計
　　(件)

平均参加者数(者） 平均落札率(%)

2 207 8.4 92.9

106 1

56

平
成
3
0
年
度

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

0

応札なし 不調 契約

81 0 2 79 11.8 92.9

238 9 4 225 6.0 93.1

188 11 5 172 7.3 92.8

183 13 5 165 5.1 93.2

135 10 12 113 5.6

139 10 5 124 5.9 93.7

134 13 3 118 5.9

142 20 6

93.1

1,867 88 48 1,731 7.5

218 21 6 191 5.0 93.7

273 16 6 251 5.4

2 4 92 8.6

95.1

181 32 3 146 3.6 95.2

235 27 6 202 4.6

平均参加者数（者） 14.5 7.0 6.4

116 4.2 94.9

101 14 4 83 3.4

123 13 0 110 4.2 95.1

90.2

　(2) 近年の入札状況

諏訪

合　計 5.5

93.193.9 93.892.9 92.7 97.4

長野 北信 全県

6.8 7.5

上伊那 南信州 木曽 松本 北ｱﾙﾌﾟｽ

94.1

92.5

1,660

98

92.4

93.5

93.1

211 12 4 195 8.6 93.1

78 1 4 73 6.6

92.6

158 43 1,459

佐久 上田

平
成
30
年
度

平均落札率（％）

地元受注率（件数）（％）

地元受注率（金額）（％） 85.491.9 94.7 88.4 85.9 95.2 83.1

95.1 92.9 97.0 84.9 93.1

52.0 76.0

91.9

92.6 92.3

88.9

94.1 81.7

94.0

技術管理室

注）集計は、開札日を基準としている。（森林整備を除く）

2月

3月

区　　分

合　計

4月

5月

6月

令
和
元
年
度

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

7月
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55,454 73,458 62,232 67,274 46,692 67,700 62,762 63,226 58,306 61,960 72,453 68,608 

84.3%

89.4% 89.4% 89.0%
90.4%

91.2% 91.2%
92.7% 92.6%

92.7% 93.1%

94.1%

80%

90%

100%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

落札額総額と入札参加者数、落札率の推移
落札額総額

（百万円）
落札率

落札金額

平均落札率

平均参加者

12者

11者
11者

13者

11者

8者
7者

11者 11者

9者
7者

5者
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　(2) 近年の入札状況

6.3

2.5

　※　令和元年度は１月までの数値

Ⅱ　総合評価落札方式の状況（令和元年12月末現在）

2,229 301 601

480

272

752

1,376

932

581

簡易Ⅱ型

備　考

技術等提案Ⅱ型を含む

技術等提案Ⅱ型を含む

令和元年度

7

547

62

624

0

8

合計 7,566 768 1,085 1,602

委
託
業
務

59 4 6 5

2,170 297

- - 228 346簡易Ⅱ型

計

367簡易型

技術等提案型

工
事

43 3 5 4

5,294 464 453 562

- - 26 104

5,337 467 484 670

技術等提案型

簡易型

計

平均落札率(%)

89.8

89.6

90.1

89.8

89.8

 ２ 委託業務　（環境部・農政部・林務部・建設部・企業局）

開札合計
　　(件)

平均参加者数(者）
応札なし 不調 契約

32 17.9

89.6

89.7

91 18.3

164 18.5 89.8

注）集計は、開札日を基準としている。（森林整備を除く）　(1) 平成30年度、令和元年度の状況

区　　分

平
成
3
0
年
度

221 0 0 221 16.6 89.9

206 15.7 89.7

8月 191 0 1 190 14.4

9月

4月 33 0 1

5月 93 0

6月

2

163 13.7

207 1 0

7月

164 0 0

89.3

10月 156 2 1 153 13.3

1月 153 2 0 151 15.1 90.0

12月 82 2 0 80 14.6

11月 167 3 1

3月 50 0 0 50 16.4 89.9

2月 170 0 0 170 14.9

2 172 15.2 90.0

90.0

8月 199 3 0 196 12.3 90.0

7月 242 3 3 236 14.2

1,687 10 6 1,671 15.5

89.95月 99 1 1 97 16.5

4月 70 0 0 70 17.9 89.9

合　計

令
和
元
年
度

6月 174 0

10月 183 16 4 163 7.4 89.9

9月 174 7 2 165 9.8 90.2

12月 111 5 2 104 7.9 90.0

11月 134 13 0 121 7.2 90.2

2月

1月 113 0 0 113 11.2 90.1

11.8 90.0

3月

合　計 1,499 48 14 1,437

（単位：件）

区分
平成16～27年度
（～H20試行） 平成28年度 平成29年度 平成30年度

地域貢献等 - - - -

6,087 6,717 6,721 6,417 6,080 8,006 7,070 6,206 7,618 7,029 10,098 8,418 

74.7%
78.3%

83.7%
82.2%

84.1% 84.7% 84.7% 84.8%

89.7%
89.8%

89.8% 90.0%

70%

80%

90%

100%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

落札額総額と入札参加者数、落札率の推移 落札率
落札額総額

（百万円）

22者 21者

23者 22者
23者 18者 19者

20者 19者

18者

16者

12者
落札金額

平均落札率

平均参加者

46



 

 

 

 
１．現状と課題 

 
 

 
 

 
 

 

２．取組内容（新規加点項目の新設） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

３．効果 

 

 

４．実施時期 

 

建設工事の総合評価落札方式における 

建設キャリアアップシステムの活用  

（１）加点内容 

総合評価落札方式の「建設マネジメント」の加点項目に 

「当該工事において、建設キャリアアップシステムを活用※することを

誓約する者」を追加 
 
※「建設キャリアアップシステムの活用」とは、建設現場にカードリーダーを設置し、技

能労働者の日々の就業履歴を蓄積するとともに、作業員名簿や施工体制の作成等の現場

管理にシステムを活用することをいう。 

（２）対象工事及び評価点 

 対象工事：総合評価落札方式により発注する全ての建設工事※  

  評 価 点：0.25 点 

※令和 2 年度は、予定価格８,000 万円以上の建設工事を対象とする 

 

○「建設キャリアアップシステム」は、令和元年４月から本格運用がスター

トし、技能労働者の登録が進められている。 

○令和元年 12 月末時点の県内の技能者の登録者数は 1,680 人（全国は 16

万 7 千人）であり、技能労働者全員の登録を早期に進めるとともに、建設

現場にカードリーダーを設置し、技能労働者の就業履歴の蓄積や現場管理

の効率化等、システムの活用拡大を図る取組みが必要となっている。 

「建設キャリアアップシステム」とは 

 システムに登録した技能労働者一人ひとりの就業履歴や資格取得などの情報を蓄積し、技能労働

者の適切な評価や処遇改善を行うとともに、現場管理の効率化などにつなげるシステム 

令和２年４月の公告案件から適用 

県資料 11 

技能労働者の経験や技能に応じた処遇の実現及び現場管理の効率化 
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１ 取組内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 低入札価格調査の実施状況 

【建設工事】 

   
 

【委託業務】 

 

 

 

件数 発生率 件数 率 延べ者数

1,658件 101件 6.1% 10件 9.9% 10者

受注希望 1,030件 51件 5.0% 7件 13.7% 7者

総合評価 628件 50件 8.0% 3件 6.0% 3者

1,236件 61件 4.9% 9件 14.8% 9者

受注希望 707件 30件 4.2% 5件 16.7% 5者

総合評価 529件 31件 5.9% 4件 12.9% 4者

低入札価格調査 辞退
公告件数

平成30年度

令和元年度（11月末）

件数 発生率 件数 率 延べ者数

1,179件 47件 4.0% 38件 80.9% 49者

受注希望 556件 20件 3.6% 18件 90.0% 23者

総合評価 623件 27件 4.3% 20件 74.1% 26者

辞退

令和元年度（11月末）

公告件数
低入札価格調査

 受注希望型競争入札における建設工事では平成 30 年４月以降の公告案件から、 

委託業務では平成 31 年４月以降の公告案件から、低入札価格調査を実施。 

① 調査対象 

＜建設工事＞（受注希望）予定価格の 90.0％未満※ 

（総合評価）予定価格の 90.0～92.5％の変動制※ 

  ＜委託業務＞（受注希望）予定価格の 87.5％未満 

        （総合評価）予定価格の 87.5～90.0％の変動制 
   ※令和元年8月以降、失格基準の見直しにより、調査対象は2％高い数値となる。 

② 調査書類の提出 

  落札候補者決定通知日の翌日から 2 日以内に調査書類又は辞退届を提出 
  １年に３回以上辞退した場合は入札参加制限となる。（委託業務は令和2年度以降） 

建設工事等における低入札価格調査の入札手続の見直し 

県資料12 

49



３ 見直し内容 

 

 

 

 

 

 

低入札価格調査に係る入札手続きの流れ 

 
 

４ 実施時期 

 

 

 

 

 

【 ⾒直し後 】

入札（開札）

公　　告

入札書等の提出

落札者の決定

落札候補者資格審査
低入札価格調査

落札候補者決定通知
低入札価格調査実施通知

【 現 ⾏ 】

＜辞退した場合＞

① 落札候補者の取消通知発送

② 次順位者への通知
（適格者が決まるまで⾏う）

③ 辞退者を技術管理室へ報告

※年３回以上の辞退で⼊札参加制限

辞退 辞退

① ⼊札書等の提出に併せ”低⼊札
価格調査事前辞退届”を提出

② 事前辞退届提出者が低⼊札価格調
査対象となった場合→無効(失格)

※事前辞退回数の制限なし
⼊札参加制限の措置なし
技術管理室への報告なし

事前辞退

＜事前辞退届を提出せずに
辞退した場合＞

① 落札候補者の取消通知発送

② 次順位者への通知
（適格者が決まるまで⾏う）

③ 辞退者を技術管理室へ報告

※年３回以上の辞退で⼊札参加制限

低入札価格調査の辞退が多く、受発注者双方の事務負担が増えているとともに、

入札手続きが長期化しているため、入札書の提出に併せ「低入札価格調査事前辞退

届」を提出し、辞退の意向をあらかじめ明らかにすることにより、事務負担の軽減

と入札手続きの長期化を防止する。 

令和2年4月の公告案件から適用 
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低入札価格調査対象者の落札候補者の辞退について 

 受注希望型競争入札に係る低入札価格調査制度事務処理試行要領に定める低入札

価格調査の対象となった場合、落札候補者の辞退を認めます。 

 ただし、１回目の辞退から１年以内に３回以上辞退したときには、入札参加制限（※）

を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※入札参加制限････適用を通知した日の翌日が、「入札公告日から落札決定日の間」に含まれ

ている他の公告案件には応札することができない制限。 

落札候補者辞退の流れ 

入 札 

落札候補者決定 

（低入札価格調査該当） 

次の場合に落札候補者の辞退を認める。 

① 落札候補者通知書に、低入札価格調査該当予定の

旨が記載されている。 

② 入札参加資格要件を満足している（適正な入札参

加要件審査書類を提出する）。 

③ 入札参加資格要件審査書類の提出までの間に「落

札候補者辞退届」を発注機関の長に提出する。 

④ 発注機関の長が、辞退を承認する。 

低入札価格調査 

辞退承認（落札候補者辞退届

を提出した場合） 

受けない 

低入札価格調査を受けない 

入札参加資格要件 

審査書類提出 

入札参加資格

要件審査 

無効（失格） 

虚偽の記載、書類不提出、技術者不配置、

故意の書類不備等は入札参加停止となる。 

同種工事実績、配置技術者要件違反は入札

参加制限を行う。 

不適合 

適合 

２日以内 落札候補者辞退届提出 

契約締結 

落札決定 
1 年以内に、３回以上辞退した

場合は入札参加制限 

受ける 
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